
１．事業概要

直接実施

委託・指定管理 （ : ）

（ : ）

補助金・負担金 （ : ）

その他 （ ）

２．歳出支出済額及び財源内訳

事業費節別財源内訳

４．コスト分析

行政費用 A

(1)現金を伴う支出　　 （千円）

(2)現金を伴わない支出 （千円）

①減価償却費

②退職給与引当金繰入額

③不納欠損額

④その他 ( )

02 項 01 目 01

藤沢市　令和元年度事務事業評価シート簡易版（平成30年度分）

事務事業名 顧問弁護士報酬等 担
当
課

部課名 総務部行政総務課

予算科目コード 会計 01

事業概要

顧問弁護士による法律相談及び訴訟事件への対応を行う。

対象 ４．その他 庁内各課等

電話 2214

事業開始年度 昭和 41 年度 終了（予定）年度 未定

細目 014 説明 01 課等の長 斎藤　隆久款

115 課等

根拠法令等

事業実施内容

・法律相談
　 定例法律相談：月６回
　 臨時法律相談：随時
・訴訟事件への対応
　 訴訟事件ごとに顧問弁護士を訴訟代理人に委任して対応

年度 事業の性質 任意自治事務

□

歳
　
　
　
出

H30年度
支出済額

事業費節別内訳

費　　目 支出済額　（千円） 主な事業内容

報酬

事業実施
手法

(該当する
もの全てに
チェック）

■

□

□

14,311
千円

5,310　千円 顧問弁護士の報酬

報償費 9,001　千円 訴訟事件等弁護士報償金

正規職員等 1.00
14,311 国庫支出金 再任用短時・任期付短時職員 0.00

財
源
内
訳

H30年度
支出済額

費　　目 支出済額　（千円） ３．この事務事業に関わる職員数（任用形態別人工数）

分担金・負担金 平成30年度
使用料・手数料

千円 県支出金 非常勤職員 0.00
その他 （　　　　　　　　　　　） 合計 1.00
一般財源 14,311　千円 ※正規職員等＝正規職員＋再任用職員（短時以外）

＋任期付職員（短時以外）＋常勤嘱託職員

コ
ス
ト

　年　度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

支
出

42,295 33,922 13,786 23,839

37,190 33,970 15,723

0 0

人件費合計（①＋②＋③） 14,321 14,469 9,667 9,636

23,947

事業費（支出済額－②報酬合計） 22,869 19,501 6,056 14,311

償還金利子 0 0

職員数 （常勤｜非常勤） 1.50 0.00 1.50 0.00

①職員給与合計（常勤） 13,560

③退職金相当額

②報酬合計（非常勤） 0 0 0 0

1.00 0.00 1.00 0.00

参考：正規職員平均給与 9,040 9,101 9,219 9,167

761 817 448 469

5,105 -48 -1,937 -108

9,219 9,167

0 0 0

13,652

0 0 0 0

5,105 -48 -1,937 -108

0

0 0 0 0

427,501 55.53 429,317市民１人あたりの負担額  A/人口　（円） 100.55 420,619 79.80 425,105 32.25 1



実績１単位あたりの総費用 A/実績　（円）

５．事務事業を進めていくうえでの課題と課題解決の取組

６．事務事業の評価と今後の方針

事業の方向性

７．事務事業の執行にあたって参照する業務記述書

８．部長確認欄

単位
-

単位

151
単位

120

(1)
平成30年度末時

点の課題

特になし

成
果
実
績

指
標
名

顧問弁護士相談件数

目
標

-
単位

-
単位

-

(2)
(1)解決のため
の今後の取組

338,360.00 224,649.01 114,883.33 202,025.42
※1 職員数・・・〔常勤〕一般職員，再任用職員，任期付職員，嘱託職員　〔非常勤〕月額報酬の非常勤職員（一部日額報酬の非常勤職員を含む）
※2 人件費・・・〔常勤〕任用形態別の平均給与に人工数を乗じ算出　〔非常勤〕月額報酬（一部日額報酬を含む）の年度合計額
※3 退職金相当額・・・年度内に発生した退職金総額を年度当初一般職員数で除し，事業に従事する一般職員数を乗じたもの

単位
118

単位

件 件 件 件

数値で表せない効果又は上記指標名の
設定ができない理由

定量的な数値で目標や効果を直接表すことは困難であるが，各課等の法律事務の
適切な執行に寄与するとともに課題解決の一助となった。

実
績

125
単位

評
価

法律相談を通じ，各課等における法律上の問題について適切に対処している。
訴訟事件については顧問弁護士に訴訟代理人を依頼し，対応している。

今
後
の
方
針

　現状維持
引き続き法律相談を通じて，各課等における法律上の問題について適切な支援を行う。

業務記
述書№ 具体的業務の名称

業務見直しの視点等
新たな委託（一
部含む）の可能
性

業務効率改善
の可能性

リスク分類Ｉ リスク分類Ⅱ

25 訴訟の事務に係る指導及び助言に関すること 無 無 1 1
※リスク分類Ⅰ・・・市民等外部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は対象者10％未満，レベル２は10％以上30％未満，レベル３は30％以上。
※リスク分類Ⅱ・・・組織内部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は課内への影響，レベル２は部内への影響，レベル３は他部又は全庁への影響。

部名 総務部 氏名 林　宏和 確認日 2019/8/13

2



１．事業概要

直接実施

委託・指定管理 （ : ）

（ : ）

補助金・負担金 （ : ）

その他 （ ）

２．歳出支出済額及び財源内訳

事業費節別財源内訳

４．コスト分析

行政費用 A

(1)現金を伴う支出　　 （千円）

(2)現金を伴わない支出 （千円）

①減価償却費

②退職給与引当金繰入額

③不納欠損額

④その他 ( )

02 項 01 目 04

藤沢市　令和元年度事務事業評価シート簡易版（平成30年度分）

事務事業名 法令等整備費 担
当
課

部課名 総務部行政総務課

予算科目コード 会計 01

事業概要

市例規集及び参考法令集等を整備し，訴訟に係る事務を行う。

対象 ４．その他 庁内各課等

電話 2214

事業開始年度 不明 年度 終了（予定）年度 未定

細目 001 説明 01 課等の長 斎藤　隆久款

負 担 金

115 課等

根拠法令等

事業実施内容

・各課等から制定改廃の依頼があった条例，規則等に対する法制上の審査
・市の例規集及び業務上必要な法令集等の追録加除
・訴訟代理人との連絡調整，訴訟の進行状況の把握等の訴訟に係る事務

年度 事業の性質 任意自治事務

その他 46　千円 旅費，役務費，負担金補助及び交付金

湘南都市法制事務研究会

□

歳
　
　
　
出

H30年度
支出済額

事業費節別内訳

費　　目 支出済額　（千円） 主な事業内容

賃金

事業実施
手法

(該当する
もの全てに
チェック）

■

■ 委　託　先 株式会社ぎょうせい

委託等内容 市例規システムデータ更新等業務

■

8,632 委託料 4,882　千円 藤沢市例規集データベース更新等業務

千円 使用料及び賃借料 143　千円 判例体系データベース使用料

1,482　千円 短時間任用職員賃金

需用費 2,079　千円 参考図書

正規職員等 2.64
8,632 国庫支出金 再任用短時・任期付短時職員 0.00

財
源
内
訳

H30年度
支出済額

費　　目 支出済額　（千円） ３．この事務事業に関わる職員数（任用形態別人工数）

分担金・負担金 平成30年度
使用料・手数料

千円 県支出金 非常勤職員 0.00
その他 （　　　　　　　　　　　） 合計 2.64
一般財源 8,632　千円 ※正規職員等＝正規職員＋再任用職員（短時以外）

＋任期付職員（短時以外）＋常勤嘱託職員

コ
ス
ト

　年　度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

支
出

49,203 38,877 25,363 35,472

38,652 38,977 29,262

0 0

人件費合計（①＋②＋③） 29,596 29,901 20,300 25,440

34,072

事業費（支出済額－②報酬合計） 9,056 9,076 8,962 8,632

償還金利子 0 0

職員数 （常勤｜非常勤） 3.10 0.00 3.10 0.00

①職員給与合計（常勤） 28,024

③退職金相当額

②報酬合計（非常勤） 0 0 0 0

2.10 0.00 2.64 0.00

参考：正規職員平均給与 9,040 9,101 9,219 9,167

1,572 1,688 940 1,239

10,551 -100 -3,899 1,400

19,360 24,201

0 0 0

28,213

0 0 0 0

10,551 -100 -3,899 1,400

0

0 0 0 0

427,501 82.62 429,317市民１人あたりの負担額  A/人口　（円） 116.98 420,619 91.45 425,105 59.33
3



実績１単位あたりの総費用 A/実績　（円）

５．事務事業を進めていくうえでの課題と課題解決の取組

６．事務事業の評価と今後の方針

事業の方向性

７．事務事業の執行にあたって参照する業務記述書

８．部長確認欄

単位
-

単位

34
単位

50

(1)
平成30年度末時

点の課題

特になし

成
果
実
績

指
標
名

条例制定改廃数

目
標

-
単位

-
単位

-

(2)
(1)解決のため
の今後の取組

1,046,872.34 1,143,441.18 507,260.00 633,428.57
※1 職員数・・・〔常勤〕一般職員，再任用職員，任期付職員，嘱託職員　〔非常勤〕月額報酬の非常勤職員（一部日額報酬の非常勤職員を含む）
※2 人件費・・・〔常勤〕任用形態別の平均給与に人工数を乗じ算出　〔非常勤〕月額報酬（一部日額報酬を含む）の年度合計額
※3 退職金相当額・・・年度内に発生した退職金総額を年度当初一般職員数で除し，事業に従事する一般職員数を乗じたもの

単位
56

単位

本 本 本 本

数値で表せない効果又は上記指標名の
設定ができない理由

定量的な数値で目標や効果を直接表すことは困難であるが，各課等の法制業務の
円滑な執行に寄与するとともに，市を当事者とする訴訟事務に適切に対応した。

実
績

47
単位

評
価

各課等が所管する業務に係る条例，規則等について適切な審査を行い，また市を当事者とする訴訟に係る事務を行う
など，各課等の業務が適切に執行できるよう支援を行ったことで，各課が業務を法令上適切に執行することに寄与し
た。

今
後
の
方
針

　現状維持
各課等が所管する業務に係る条例，規則等について適切な審査を行い，また市を当事者とする訴訟に係る事務を行う
など，引き続き各課の業務が適切に執行できるよう支援を図る。

業務記
述書№ 具体的業務の名称

業務見直しの視点等
新たな委託（一
部含む）の可能
性

業務効率改善
の可能性

リスク分類Ｉ リスク分類Ⅱ

22 条例案，規則案等の審査及び法令の解釈 無 無 3

25 訴訟の事務に係る指導及び助言に関すること 無 無

24 市例規集の編纂 無 無

34 例規審査会の庶務 無 無 3
※リスク分類Ⅰ・・・市民等外部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は対象者10％未満，レベル２は10％以上30％未満，レベル３は30％以上。
※リスク分類Ⅱ・・・組織内部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は課内への影響，レベル２は部内への影響，レベル３は他部又は全庁への影響。

部名 総務部 氏名 林　宏和 確認日 2019/8/13

4



１．事業概要

直接実施

委託・指定管理 （ : ）

（ : ）

補助金・負担金 （ : ）

その他 （ ）

２．歳出支出済額及び財源内訳

事業費節別財源内訳

４．コスト分析

行政費用 A

(1)現金を伴う支出　　 （千円）

(2)現金を伴わない支出 （千円）

①減価償却費

②退職給与引当金繰入額

③不納欠損額

④その他 ( )

02 項 01 目 09

藤沢市　令和元年度事務事業評価シート簡易版（平成30年度分）

事務事業名 総務事務管理費 担
当
課

部課名 総務部行政総務課

予算科目コード 会計 01

事業概要

行政組織及び職員定数管理等の内部管理の実施
簡素で効率的な事務執行等の推進
他部等の所管に属さない事項の調整

対象 １．個人 市職員

電話 2211

事業開始年度 不明 年度 終了（予定）年度 未定

細目 004 説明 01 課等の長 斎藤 隆久款

3,684 人

根拠法令等 法律等 地方自治法

事業実施内容

職員定数・定員の管理
社会保障・税番号制度に関する事務の総括
市が所管する施設におけるアスベスト対策の総括

年度 事業の性質 任意自治事務

その他 193　千円 報償費，役務費

□

歳
　
　
　
出

H30年度
支出済額

事業費節別内訳

費　　目 支出済額　（千円） 主な事業内容

報酬

事業実施
手法

(該当する
もの全てに
チェック）

■

□

□

4,819 需用費 585　千円 参考図書，消耗品等

千円 使用料及び賃借料 1,075　千円 庁内ＮＨＫ受信料，電子複写機賃借料

1,117　千円 委員報酬

旅費 1,849　千円 特別旅費（視察等），普通旅費

正規職員等 5.90
4,819 国庫支出金 30　千円 再任用短時・任期付短時職員 0.00

財
源
内
訳

H30年度
支出済額

費　　目 支出済額　（千円） ３．この事務事業に関わる職員数（任用形態別人工数）

分担金・負担金 平成30年度
使用料・手数料

千円 県支出金 非常勤職員 0.00
その他 （　　　　　　　　　　　） 合計 5.90
一般財源 4,789　千円 ※正規職員等＝正規職員＋再任用職員（短時以外）

＋任期付職員（短時以外）＋常勤嘱託職員

コ
ス
ト

　年　度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

支
出

69,749 54,038 63,673 61,036

53,071 54,197 61,784

0 0

人件費合計（①＋②＋③） 46,781 47,263 57,033 56,853

61,672

事業費（支出済額－②報酬合計） 6,290 6,934 4,751 4,819

償還金利子 0 0

職員数 （常勤｜非常勤） 4.90 0.00 4.90 0.00

①職員給与合計（常勤） 44,296

③退職金相当額

②報酬合計（非常勤） 0 0 0 0

5.90 0.00 5.90 0.00

参考：正規職員平均給与 9,040 9,101 9,219 9,167

2,485 2,668 2,641 2,768

16,678 -159 1,889 -636

54,392 54,085

0 0 0

44,595

0 0 0 0

16,678 -159 1,889 -636

0

0 0 0 0

427,501 142.17 429,317市民１人あたりの負担額  A/人口　（円） 165.82 420,619 127.12 425,105 148.94
5



実績１単位あたりの総費用 A/実績　（円）

５．事務事業を進めていくうえでの課題と課題解決の取組

６．事務事業の評価と今後の方針

事業の方向性

７．事務事業の執行にあたって参照する業務記述書

単位
-

単位

-
単位

-

(1)
平成30年度末時

点の課題

特になし

成
果
実
績

指
標
名

-

目
標

-
単位

-
単位

-

(2)
(1)解決のため
の今後の取組

- - - -
※1 職員数・・・〔常勤〕一般職員，再任用職員，任期付職員，嘱託職員　〔非常勤〕月額報酬の非常勤職員（一部日額報酬の非常勤職員を含む）
※2 人件費・・・〔常勤〕任用形態別の平均給与に人工数を乗じ算出　〔非常勤〕月額報酬（一部日額報酬を含む）の年度合計額
※3 退職金相当額・・・年度内に発生した退職金総額を年度当初一般職員数で除し，事業に従事する一般職員数を乗じたもの

単位
-

単位

数値で表せない効果又は上記指標名の
設定ができない理由

業務の効率化並びに各職場の定数・定員の抑制に努め，効率的な組織運営を行っ
たが，特定の指標で効果を直接表すことは困難であるため。

実
績

-
単位

評
価

市内人口の増加及び行政サービスの多様化等による業務量の増加に伴い，各部各課等から定数・定員の大幅な増要求
があったが，業務の効率化並びに各職場の状況や業務の精査により定数・定員の抑制に努めた。

今
後
の
方
針

　現状維持
平成29年度に改定した藤沢市定員管理基本方針2020に基づき定数・定員の抑制に継続して努め，効率的な組織運営を
行う。また，定数・定員の管理や事務の改善については，行財政改革推進課及び財政課との連携を強化して実施し，
行財政改革の取組や予算編成手法の見直しと併せて，一層の効率化を進める。

業務記
述書№ 具体的業務の名称

業務見直しの視点等
新たな委託（一
部含む）の可能
性

業務効率改善
の可能性

リスク分類Ｉ リスク分類Ⅱ

1
組織・職制に関する事務（組織改正及び評価を
含む） 無 無 3 3

3 地方公共団体定員管理調査に関する事務 無 無 1

2 職員の定数・定員管理に関する事務 無 無 3

5 旅費に関する照会・回答 有 有 1 3

4
各課に配置する職員等に対する情報系端末の
配置 無 無 3

7
事務の改善及び事務量測定の総括(各課との
業務ヒアリング) 有 有 1

6 職員提案制度に関する事務 無 有 1

9 審議会等設置及び運営基本指針の追跡調査 無 有 3

8
事務の改善及び事務量測定の総括(事務改善
委員会の開催) 有 有 3

11

行政手続法及び藤沢市行政手続条例に基づ
く，申請に対する処分の審査基準及び標準処
理期間並びに不利益処分の処分基準の設定
及び公表に係る庁内への周知等に関すること

無 無 1 1

12 社会保障・税番号制度に関する情報共有 無

10
行政手続法及び藤沢市行政手続条例の改正
に関すること 無 無 3 3

有 3 3

13
社会保障・税番号制度に関する外部からの照
会への対応 無 無 1 3 6



８．部長確認欄

44 奥田公園駐車場無料券の交付 有 有 1 3

42 本庁舎職場等安全衛生委員会運営 無 無 3

43 本庁舎職場等安全衛生委員会職場巡視 無 無 3

21 総務主管者会議の庶務 無 有

22
他部等の所管に属しない事項の調整及び所管
の決定 無 有 3 3

19 石綿関連疾患リスク推定部会の運営 無 有 3

20 石綿作業主任者技能講習会の開催 有 無 1 3

3 3

17 石綿関連疾患判定部会の運営 無 有 3

18 石綿関連疾患補償検討部会の運営 無 有 3

14
社会保障・税番号制度の運用に係る作業の進
捗管理の総括 無 無 3 3

※リスク分類Ⅰ・・・市民等外部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は対象者10％未満，レベル２は10％以上30％未満，レベル３は30％以上。
※リスク分類Ⅱ・・・組織内部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は課内への影響，レベル２は部内への影響，レベル３は他部又は全庁への影響。

部名 総務部 氏名 林 宏和 確認日 2019/8/13

15
藤沢市マイナンバー制度対策プロジェクトチー
ム会議の運営 無 無

16 石綿関連疾患対策委員会の運営 無 有

7



１．事業概要

直接実施

委託・指定管理 （ : ）

（ : ）

補助金・負担金 （ : ）

その他 （ ）

２．歳出支出済額及び財源内訳

事業費節別財源内訳

４．コスト分析

行政費用 A

(1)現金を伴う支出　　 （千円）

(2)現金を伴わない支出 （千円）

①減価償却費

②退職給与引当金繰入額

③不納欠損額

④その他 ( )

02 項 01 目 09

藤沢市　令和元年度事務事業評価シート簡易版（平成30年度分）

事務事業名 コンプライアンス推進費 担
当
課

部課名 総務部行政総務課

予算科目コード 会計 01

事業概要

藤沢市における法令の遵守に関する条例に基づく公正職務審査会等の開催
職員からの公益通報等に基づく調査または市長への建議・勧告等を行う。
有識者３名以内からなる外部委員会を設置し，制度の安定的な運営を図る。

対象 ４．その他 庁内各課等

電話 2214

事業開始年度 平成 24 年度 終了（予定）年度 未定

細目 004 説明 02 課等の長 斎藤　隆久款

115 課等

根拠法令等 条例（市） 藤沢市における法令の遵守に関する条例

事業実施内容

・有識者３名からなる外部委員会の設置
・職員の法令遵守の啓発を目的とした研修会の開催
　　階層別研修（新採用，監督一部・二部），外部講師による講演会
　　不当行為対策委員会，不当行為対策講演会

年度 事業の性質 任意自治事務

□

歳
　
　
　
出

H30年度
支出済額

事業費節別内訳

費　　目 支出済額　（千円） 主な事業内容

旅費

事業実施
手法

(該当する
もの全てに
チェック）

■

□

□

12
千円

12　千円 研修会への出席

正規職員等 3.12
12 国庫支出金 再任用短時・任期付短時職員 0.00

財
源
内
訳

H30年度
支出済額

費　　目 支出済額　（千円） ３．この事務事業に関わる職員数（任用形態別人工数）

分担金・負担金 平成30年度
使用料・手数料

千円 県支出金 非常勤職員 0.00
その他 （　　　　　　　　　　　） 合計 3.12
一般財源 12　千円 ※正規職員等＝正規職員＋再任用職員（短時以外）

＋任期付職員（短時以外）＋常勤嘱託職員

コ
ス
ト

　年　度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

支
出

29,615 25,084 22,447 18,412

26,211 25,117 23,759

0 0

人件費合計（①＋②＋③） 25,849 24,852 23,696 20,098

20,110

事業費（支出済額－②報酬合計） 362 265 63 12

償還金利子 0 0

職員数 （常勤｜非常勤） 4.00 0.00 4.00 0.00

①職員給与合計（常勤） 25,342

③退職金相当額

②報酬合計（非常勤） 0 0 0 0

3.66 0.00 3.12 0.00

参考：正規職員平均給与 9,040 9,101 9,219 9,167

507 544 295 56

3,404 -33 -1,312 -1,698

23,401 20,042

0 0 0

24,308

0 0 0 0

3,404 -33 -1,312 -1,698

0

0 0 0 0

427,501 42.89 429,317市民１人あたりの負担額  A/人口　（円） 70.41 420,619 59.01 425,105 52.51 8



実績１単位あたりの総費用 A/実績　（円）

５．事務事業を進めていくうえでの課題と課題解決の取組

６．事務事業の評価と今後の方針

事業の方向性

７．事務事業の執行にあたって参照する業務記述書

８．部長確認欄

単位
-

単位

-
単位

-

(1)
平成30年度末時

点の課題

特になし

成
果
実
績

指
標
名

-

目
標

-
単位

-
単位

-

(2)
(1)解決のため
の今後の取組

- - - -
※1 職員数・・・〔常勤〕一般職員，再任用職員，任期付職員，嘱託職員　〔非常勤〕月額報酬の非常勤職員（一部日額報酬の非常勤職員を含む）
※2 人件費・・・〔常勤〕任用形態別の平均給与に人工数を乗じ算出　〔非常勤〕月額報酬（一部日額報酬を含む）の年度合計額
※3 退職金相当額・・・年度内に発生した退職金総額を年度当初一般職員数で除し，事業に従事する一般職員数を乗じたもの

単位
-

単位

数値で表せない効果又は上記指標名の
設定ができない理由

常勤嘱託職員による日常的な庁内の見回りや不当要求行為への対応などによりコ
ンプライアンスの向上が図られたが，数値等で指標を設定することは適当でないた
め。

実
績

-
単位

評
価

外部委員会を設置し，公正職務審査会の適正な運営が図られた。また，研修や講演会の開催により職員の法令遵守に
対する意識の向上に寄与した。

今
後
の
方
針

　現状維持
コンプライアンスに関する研修や講演会を継続的に開催することで，職員倫理の保持や法令遵守の意識啓発を行う。

業務記
述書№ 具体的業務の名称

業務見直しの視点等
新たな委託（一
部含む）の可能
性

業務効率改善
の可能性

リスク分類Ｉ リスク分類Ⅱ

39
暴力行為等による公務執行妨害又はこれに類
するものの排除 無 無 3

40
公益通報制度に関すること（外部公益通報につ
いての情報提供を除く。） 無 無 1 3

※リスク分類Ⅰ・・・市民等外部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は対象者10％未満，レベル２は10％以上30％未満，レベル３は30％以上。
※リスク分類Ⅱ・・・組織内部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は課内への影響，レベル２は部内への影響，レベル３は他部又は全庁への影響。

部名 総務部 氏名 林　宏和 確認日 2019/8/13
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１．事業概要

直接実施

委託・指定管理 （ : ）

（ : ）

補助金・負担金 （ : ）

その他 （ ）

２．歳出支出済額及び財源内訳

事業費節別財源内訳

４．コスト分析

行政費用 A

(1)現金を伴う支出　　 （千円）

(2)現金を伴わない支出 （千円）

①減価償却費

②退職給与引当金繰入額

③不納欠損額

④その他 ( )

02 項 01 目 17

藤沢市　令和元年度事務事業評価シート簡易版（平成30年度分）

事務事業名 公平委員会運営費 担
当
課

部課名 総務部行政総務課

予算科目コード 会計 01

事業概要

職員の利益の保護と公正な人事権の行使に資する。

対象 １．個人 市職員

電話 2214

事業開始年度 昭和 25 年度 終了（予定）年度 未定

細目 001 説明 01 課等の長 斎藤　隆久款

3,684 人

根拠法令等 法律等 地方自治法及び地方公務員法

事業実施内容

公平委員会会議の開催
　・職員からの不服申立て，措置要求に対する審査
　・職員団体からの登録事項に係る届出等に対する審査
　・所管する規則の改正等

年度 事業の性質 義務的自治事務

□

歳
　
　
　
出

H30年度
支出済額

事業費節別内訳

費　　目 支出済額　（千円） 主な事業内容

報酬

事業実施
手法

(該当する
もの全てに
チェック）

■

□

□

388 負担金補助及び交付金 160　千円 公平委員会連合会年会費

千円

194　千円 公平委員会委員の報酬

旅費 34　千円 総会等への参加

正規職員等 0.12
388 国庫支出金 再任用短時・任期付短時職員 0.00

財
源
内
訳

H30年度
支出済額

費　　目 支出済額　（千円） ３．この事務事業に関わる職員数（任用形態別人工数）

分担金・負担金 平成30年度
使用料・手数料

千円 県支出金 非常勤職員 0.00
その他 （　　　　　　　　　　　） 合計 0.12
一般財源 388　千円 ※正規職員等＝正規職員＋再任用職員（短時以外）

＋任期付職員（短時以外）＋常勤嘱託職員

コ
ス
ト

　年　度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

支
出

2,921 2,349 1,220 1,531

2,240 2,356 1,520

0 0

人件費合計（①＋②＋③） 1,909 1,929 1,160 1,156

1,544

事業費（支出済額－②報酬合計） 331 427 360 388

償還金利子 0 0

職員数 （常勤｜非常勤） 0.20 0.00 0.20 0.00

①職員給与合計（常勤） 1,808

③退職金相当額

②報酬合計（非常勤） 0 0 0 0

0.12 0.00 0.12 0.00

参考：正規職員平均給与 9,040 9,101 9,219 9,167

101 109 54 56

681 -7 -300 -13

1,106 1,100

0 0 0

1,820

0 0 0 0

681 -7 -300 -13

0

0 0 0 0

427,501 3.57 429,317市民１人あたりの負担額  A/人口　（円） 6.94 420,619 5.53 425,105 2.85 10



実績１単位あたりの総費用 A/実績　（円）

５．事務事業を進めていくうえでの課題と課題解決の取組

６．事務事業の評価と今後の方針

事業の方向性

７．事務事業の執行にあたって参照する業務記述書

８．部長確認欄

単位
-

単位

3
単位

2

(1)
平成30年度末時

点の課題

特になし

成
果
実
績

指
標
名

公平委員会会議開催数

目
標

-
単位

-
単位

-

(2)
(1)解決のため
の今後の取組

973,666.67 783,000.00 610,000.00 510,333.33
※1 職員数・・・〔常勤〕一般職員，再任用職員，任期付職員，嘱託職員　〔非常勤〕月額報酬の非常勤職員（一部日額報酬の非常勤職員を含む）
※2 人件費・・・〔常勤〕任用形態別の平均給与に人工数を乗じ算出　〔非常勤〕月額報酬（一部日額報酬を含む）の年度合計額
※3 退職金相当額・・・年度内に発生した退職金総額を年度当初一般職員数で除し，事業に従事する一般職員数を乗じたもの

単位
3

単位

回 回 回 回

数値で表せない効果又は上記指標名の
設定ができない理由

定量的な数値で目標や効果を直接表すことは困難であるが，職員の利益の保護と
公正な人事権の行使に寄与した。

実
績

3
単位

評
価

藤沢市公平委員会の運営が適切かつ円滑に行われ，職員の利益の保護と公正な人事権の行使に寄与した。

今
後
の
方
針

　現状維持
引き続き公平委員会の適切な運営を行い，審査請求等があった場合は速やかに会議を開催する。

業務記
述書№ 具体的業務の名称

業務見直しの視点等
新たな委託（一
部含む）の可能
性

業務効率改善
の可能性

リスク分類Ｉ リスク分類Ⅱ

32 公平委員会の庶務 無 無
※リスク分類Ⅰ・・・市民等外部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は対象者10％未満，レベル２は10％以上30％未満，レベル３は30％以上。
※リスク分類Ⅱ・・・組織内部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は課内への影響，レベル２は部内への影響，レベル３は他部又は全庁への影響。

部名 総務部 氏名 林　宏和 確認日 2019/8/13
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１．事業概要

直接実施

委託・指定管理 （ : ）

（ : ）

補助金・負担金 （ : ）

その他 （ ）

２．歳出支出済額及び財源内訳

事業費節別財源内訳

４．コスト分析

行政費用 A

(1)現金を伴う支出　　 （千円）

(2)現金を伴わない支出 （千円）

①減価償却費

②退職給与引当金繰入額

③不納欠損額

④その他 ( )

02 項 02 目 01

藤沢市　令和元年度事務事業評価シート簡易版（平成30年度分）

事務事業名 固定資産評価審査委員会運営費 担
当
課

部課名 総務部行政総務課

予算科目コード 会計 01

事業概要

固定資産価格に不服のある納税義務者からの審査の申出について，公平・中立の立場から審査を行い，納税義務者の
権利を守り，課税事務の適正化を図る。

対象 １．個人 固定資産納税義務者

電話 2214

事業開始年度 昭和 38 年度 終了（予定）年度 未定

細目 002 説明 01 課等の長 斎藤　隆久款

190,771 人

根拠法令等

事業実施内容

固定資産課税台帳に登録された価格が適正か否かを審査決定するための会議を開催
　・対　　象：納税義務者から審査申出があった案件
　・審査方法：原則審理は書面審査とする。必要に応じ，口頭審理及び現地調査を実施する。

年度 事業の性質 義務的自治事務

□

歳
　
　
　
出

H30年度
支出済額

事業費節別内訳

費　　目 支出済額　（千円） 主な事業内容

報酬

事業実施
手法

(該当する
もの全てに
チェック）

■

□

□

233 消耗品 11　千円 参考図書

千円 負担金及び交付金 2　千円 研究会の負担金

216　千円 固定資産評価審査委員会委員の報酬

旅費 4　千円 研究会への出席

正規職員等 0.12
233 国庫支出金 再任用短時・任期付短時職員 0.00

財
源
内
訳

H30年度
支出済額

費　　目 支出済額　（千円） ３．この事務事業に関わる職員数（任用形態別人工数）

分担金・負担金 平成30年度
使用料・手数料

千円 県支出金 非常勤職員 0.00
その他 （　　　　　　　　　　　） 合計 0.12
一般財源 233　千円 ※正規職員等＝正規職員＋再任用職員（短時以外）

＋任期付職員（短時以外）＋常勤嘱託職員

コ
ス
ト

　年　度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

支
出

2,938 2,014 966 1,376

2,257 2,021 1,266

0 0

人件費合計（①＋②＋③） 1,909 1,929 1,160 1,156

1,389

事業費（支出済額－②報酬合計） 348 92 106 233

償還金利子 0 0

職員数 （常勤｜非常勤） 0.20 0.00 0.20 0.00

①職員給与合計（常勤） 1,808

③退職金相当額

②報酬合計（非常勤） 0 0 0 0

0.12 0.00 0.12 0.00

参考：正規職員平均給与 9,040 9,101 9,219 9,167

101 109 54 56

681 -7 -300 -13

1,106 1,100

0 0 0

1,820

0 0 0 0

681 -7 -300 -13

0

0 0 0 0

427,501 3.21 429,317市民１人あたりの負担額  A/人口　（円） 6.98 420,619 4.74 425,105 2.26
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実績１単位あたりの総費用 A/実績　（円）

５．事務事業を進めていくうえでの課題と課題解決の取組

６．事務事業の評価と今後の方針

事業の方向性

７．事務事業の執行にあたって参照する業務記述書

８．部長確認欄

単位
-

単位

2
単位

2

(1)
平成30年度末時

点の課題

特になし

成
果
実
績

指
標
名

固定資産評価審査委員会会議
開催数

目
標

-
単位

-
単位

-

(2)
(1)解決のため
の今後の取組

419,714.29 1,007,000.00 483,000.00 275,200.00
※1 職員数・・・〔常勤〕一般職員，再任用職員，任期付職員，嘱託職員　〔非常勤〕月額報酬の非常勤職員（一部日額報酬の非常勤職員を含む）
※2 人件費・・・〔常勤〕任用形態別の平均給与に人工数を乗じ算出　〔非常勤〕月額報酬（一部日額報酬を含む）の年度合計額
※3 退職金相当額・・・年度内に発生した退職金総額を年度当初一般職員数で除し，事業に従事する一般職員数を乗じたもの

単位
5

単位

回 回 回 回

数値で表せない効果又は上記指標名の
設定ができない理由

定量的な数値で目標や効果を直接表すことは困難であるが，納税義務者の権利の
保護及び課税事務の適正化に寄与した。

実
績

7
単位

評
価

固定資産評価審査委員会の適正な運営が図られ，納税義務者の権利の保護及び課税事務の適正化に寄与した。

今
後
の
方
針

　現状維持
引き続き固定資産評価審査委員会の適正な運営を行うとともに，審査の申出があった場合は，速やかに会議を開催す
る。

業務記
述書№ 具体的業務の名称

業務見直しの視点等
新たな委託（一
部含む）の可能
性

業務効率改善
の可能性

リスク分類Ｉ リスク分類Ⅱ

33 固定資産評価審査委員会の庶務 無 無
※リスク分類Ⅰ・・・市民等外部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は対象者10％未満，レベル２は10％以上30％未満，レベル３は30％以上。
※リスク分類Ⅱ・・・組織内部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は課内への影響，レベル２は部内への影響，レベル３は他部又は全庁への影響。

部名 総務部 氏名 林　宏和 確認日 2019/8/13
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